
平成 27 年 5 月 28 日 

プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン株式会社

平成 26 年度決算（案） 

プルデンシャル・グループ[プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン、プルデ

ンシャル生命、ジブラルタ生命、PGF 生命（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャ

ル生命）]の平成 26 年度（平成 26 年 4 月 1 日～平成 27 年 3 月 31 日）決算（案）につい

て、下記の通りお知らせいたします。

契約業績（生命保険会社３社単純合算：個人保険・個人年金保険）

○新契約高は、8 兆 206 億円、前年同期から 14.6％の増加

○保有契約高は、72 兆 749 億円、前年度末から 4.5％の増加

損益関係（プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン連結）

○経常収益は、3 兆 869 億円、前年同期から 13.6％の増加

○経常利益は、1,280 億円、前年同期から 7.7％の増加

○当期純利益は、281 億円、前年同期から 25.0％の減少

以上
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* 上記は「個人保険 + 個人年金保険」の金額または件数です。

*

* 売買目的有価証券以外の有価証券のうち、時価のあるもの

4,112 101.9120,971 99,962 21.0 8,303

19,615

基礎利益 （百万円） 168,321 126,126 22,052 77.133.5 39,047

うち国内株式 （百万円） 102,699 51,689 51,010 -- -10,847

 1.契約の状況等

新契約年換算保険料 （百万円）

9.6525,753 479,778

83,884 9.3182,376 172,128

5.7

271

H26年度末 H25年度末

3.3 300

4.2 738,032

62,6746.0

保険料等収入は保険持株会社プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパンの連結数値です。

62,648

28.4

12,928

83,084 42,921 40,163

H26年度末 H25年度末 増減額H26年度末 H25年度末 増減額

平成26年度契約業績（生命保険会社３社単純合算）

H26年度 H25年度 増減率（％）H25年度 増減率（％） H26年度 H25年度 増減率（％）H26年度増減率（％） H26年度 H25年度

注1

0.7

32,692

616,384

9.6

676,278 9.1 1,366,679 1,357,852

76,762 35,844▲ 0.0

10.0677,7593,230,004 3,180,566 1.6

保険料等収入 （百万円） 2,115,710 2,030,773

新契約件数 （千件）

14.6 4,112,879 3,202,3398,020,642

保有契約年換算保険料 （百万円） 1,661,910 1,572,035 144,879896,776 1.5

6.6 35,134,326 1.1 3,458,897

総資産 （百万円） 15,267,314 14,058,041

H26年度末 増減率（％）

8.5 910,642

34,752,183

H25年度末H26年度末

 2.資産の状況等

33,481,695 31,411,290

３社単純合算　(注1) プルデンシャル生命 ジブラルタ生命

保有契約高 （百万円） 72,074,918 68,949,477 4.5

575,367 530,380

増減率（％）H26年度 H25年度 増減率（％） H26年度 H25年度

ＰＧＦ生命
（プルデンシャル

ジブラルタ ファイナンシャル生命）
ジブラルタ生命

ＰＧＦ生命
（プルデンシャル

ジブラルタ ファイナンシャル生命）
ジブラルタ生命

有価証券 （百万円） 1,706,466 975,342 336,233 229,681731,124 565,914 4,5001,123,124 626,181 496,942 17,428

ソルベンシー・マージン比率 （%） 805.7753.1844.0 859.0 936.7777.0

 3.含み損益

 4.利益

H25年度

8.6 3,943,439 3,529,638

増減率（％）H26年度 H25年度 増減率（％） H26年度

３社単純合算　(注1) プルデンシャル生命

H25年度末

8,768

11.7

３社単純合算　(注1) プルデンシャル生命

H26年度末 H25年度末 増減額 H26年度末 増減額

3社合算値は、各社の数値の単純合算であり、連結数値ではありません。（※保険料等収入を除く）
3社合算値は、各社の百万円未満切り捨て数値を単純合算しています。（新契約件数は各社の千件未満切り捨て数値を単純合算）

３社単純合算　(注1) プルデンシャル生命
ＰＧＦ生命

（プルデンシャル
ジブラルタ ファイナンシャル生命）

ジブラルタ生命

H26年度末 H25年度末 増減率（％） H26年度末

55

増減率（％）

▲0.1792 767

H25年度末

10.8 437 438

H26年度末増減率（％）

新契約高 （百万円）

H25年度末 増減率（％）

58 ▲ 4.3

6,999,289

H25年度末

11,080,995 10,317,028

増減率（％）H25年度末 増減率（％） H25年度末 増減率（％）H26年度末

211,375 14.9242,8807.4

2,786,004

ＰＧＦ生命
（プルデンシャル

ジブラルタ ファイナンシャル生命）

H26年度末

21.4

24.2

175,901
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プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン連結

（単位：億円）

経常収益
H26年度 H25年度 増減率（％）

30,869 27,183 13.6

保険料等収入　
H26年度 H25年度 増減率（％）

21,157 20,307 4.2

経常利益
H26年度 H25年度 増減率（％）

1,280 1,188 7.7

当期純利益
H26年度 H25年度 増減率（％）

281 375 ▲ 25.0

総資産
H26年度末 H25年度末 増減率（％）

151,381 138,951 8.9

連結ソルベンシー・マージン比率
H26年度末 H25年度末

867.0% 826.6%



連結貸借対照表 

（単位：百万円）

年　　度　 平成25年度 平成26年度
（2014年3月31日現在） （2015年3月31日現在）

　科    目 金　　額 金　　額

193,126 241,248
52,100 42,500
91,825 77,095

1,795 2,044
12,273,929 13,238,311

754,549 1,015,680
130,240 129,392

74,579 74,467
49,467 47,675

3,164 2,945
3,029 4,303

100,807 94,612
14,130 17,698
83,707 73,946

2,968 2,967
11,174 16,483

189,833 204,339
1,947 897

95,321 76,841
△  1,469 △  1,310

13,895,181 15,138,137

12,785,307 13,758,669
75,567 75,479

12,669,874 13,646,056
39,865 37,133
25,393 30,921

388,690 501,539
89,517 91,203

1,779 1,968
124,613 167,976
124,613 167,976

13,415,301 14,552,278

47,105 47,105
96,334 96,334

163,269 189,110
306,708 332,550
148,469 247,229
△  9,733 △  32,326
△  4,059 △  1,704
134,675 213,197

38,495 40,110
479,880 585,858

13,895,181 15,138,137

建 物

少 数 株 主 持 分

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

特 別 法 上 の 準 備 金

価 格 変 動 準 備 金

支 払 備 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

責 任 準 備 金

契 約 者 配 当 準 備 金

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 付 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

退 職 給 付 に 係 る 負 債

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

土 地

（資産の部）

現 金 及 び 預 貯 金

コ ー ル ロ ー ン

買 入 金 銭 債 権

再 保 険 貸

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

の れ ん

再 保 険 借

そ の 他 負 債

資 産 の 部 合 計

(負債の部）

保 険 契 約 準 備 金

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計額 合計

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

負 債 の 部 合 計

（純資産の部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

そ の 他 資 産

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金
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連結損益計算書 
（単位：百万円）

年　　度　

　科　　目

金　　額 金　　額

2,718,371 3,086,902
2,030,773 2,115,710

670,106 957,054
364,322 395,105
23,659 12,485
5,624 7,300

252,797 498,347
533 45

1,926 3,384
21,242 40,385
17,491 14,136

2,599,482 2,958,893
1,349,012 1,416,745

261,198 260,188
128,686 135,301
195,975 193,569
526,771 586,229

30 31
23,578 20,870

212,770 220,555
796,513 976,222

1,234 -
795,236 976,182

42 39
109,352 202,004

5,185 3,099
9,612 1,413
4,351 648

680 897
83,724 190,650

0 0
1,933 1,762
3,864 3,532

304,191 316,886
40,412 47,033

118,889 128,009
7,752 262
7,735 230

17 31
44,965 43,804
1,097 400

185 17
43,359 43,362

322 22
12,373 11,263
69,303 73,203
11,611 50,398
18,553 △ 6,944
30,165 43,454
39,138 29,749
1,615 1,615

37,523 28,134

平成26年度平成25年度

2013年4月 １日から

2014年3月31日まで 2015年3月31日まで

2014年4月 １日から

経    常    収    益

保 険 料 等 収 入
資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入
有 価 証 券 売 却 益
有 価 証 券 償 還 益
為 替 差 益

そ の 他 運 用 収 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 額

特 別 勘 定 資 産 運 用 益
そ の 他 経 常 収 益

経    常    費    用

保 険 金 等 支 払 金
保 険 金
年 金
給 付 金
解 約 返 戻 金
再 保 険 払 戻 金
そ の 他 返 戻 金
再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額
支 払 備 金 繰 入 額
責 任 準 備 金 繰 入 額
契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

資 産 運 用 費 用
支 払 利 息
有 価 証 券 売 却 損
有 価 証 券 評 価 損
有 価 証 券 償 還 損
金 融 派 生 商 品 費 用
貸 付 金 償 却
賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費
そ の 他 運 用 費 用

事 業 費
そ の 他 経 常 費 用

経    常    利    益
特    別    利    益

固 定 資 産 等 処 分 益
そ の 他 特 別 利 益

特    別    損    失

固 定 資 産 等 処 分 損
減 損 損 失

法 人 税 及 び 住 民 税 等
法 人 税 等 調 整 額

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額
そ の 他 特 別 損 失

契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額

当 期 純 利 益

法 人 税 等 合 計
少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益
少 数 株 主 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
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（連結財務諸表の作成方針） 

 

（1） 連結の範囲に関する事項 

連結される子会社及び子法人等数 ６社 

 連結される子会社及び子法人等は、プルデンシャル生命保険株式会社、ジブラルタ生命保険株式会

社、プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社、ファイナンシャル・アシュアランス・

ジャパン株式会社、ロックウッド・ベンチャー・ワン・エルエルシー（日本支店）を営業者とする匿名組合及

びプルデンシャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ワン・ジャパン投資事業有限責任組合であり

ます。 

 非連結の子会社及び子法人等は、クリスタル・リアルティ有限会社を営業者とする匿名組合その他３社

であります。 

 非連結の子会社及び子法人等は、総資産、売上高、当期損益及び利益剰余金の観点からみて、いず

れもそれぞれ小規模であり、当企業集団の財政状態と経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度

に重要性が乏しいため、連結の範囲から除いております。 

 

（2） 持分法の適用に関する事項 

 非連結の子会社及び子法人等については、それぞれ連結損益及び利益剰余金に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要性がないので、持分法を適用しておりません。 

 

（3） 連結される子会社及び子法人等の当連結会計年度の末日等に関する事項 

 連結子会社及び子法人等のうち、ロックウッド・ベンチャー・ワン・エルエルシー(日本支店)を営業者とす

る匿名組合及びプルデンシャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ワン・ジャパン投資事業有限責

任組合の決算日は１２月３１日であり、当連結会計年度の末日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表

を使用して連結しております。ファイナンシャル・アシュアランス・ジャパン株式会社の決算日は２月２８日

であり、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

 

（4） のれんの償却に関する事項 

 のれんは、発生原因に応じて２０年以内での均等償却を行っております。 
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注記事項(連結貸借対照表関係) 

 

1. 会計方針に関する事項 

（１） 有価証券（買入金銭債権のうち有価証券に準じるものも含む）の評価は、売買目的有価証券については

時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法

（定額法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づく責任準備金対応債券については移動平均法に

よる償却原価法（定額法）、子会社株式（保険業法第２条第１２項に規定する子会社及び保険業法施行令

第１３条の５の２第３項に規定する子法人等のうち子会社を除いたものが発行する株式をいう）については原

価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては３月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価

の算定は移動平均法）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては取得差額が金利調

整差額と認められる公社債（外国債券を含む）については移動平均法による償却原価法（定額法）、それ以

外の有価証券については移動平均法による原価法によっております。その他有価証券の評価差額につい

ては、全部純資産直入法により処理しております。なお、ジブラルタ生命保険株式会社及びプルデンシャル 

ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社の外貨建その他有価証券のうち債券に係る換算差額につ

いては、外国通貨による時価の変動に係る換算差額を評価差額とし、それ以外の差額については為替差

損益として処理しております。 

 

（2） デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

（3） 有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

・有形固定資産（リース資産を除く）    

  定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備、構築物を除く）については定額

法）を採用しております。 

・リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産    

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

      

（4） 外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。 

 

（5） 貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に対す

る債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債権については、

下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残

額を計上しております。 

また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以

下「破綻懸念先」という）に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上してお

ります。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における倒産確率に債権額を乗じた額及び過去の一定

期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し

た資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び

保証等による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額表

示しており、その金額は３６１百万円であります。 
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（6） 退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、

退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。 

ただし、年金資産の額が退職給付債務を上回る制度については、退職給付に係る資産を計上しておりま

す。 

    退職給付に係る会計処理の方法は以下のとおりです。 

 

 
退職給付見込額の期間帰属方法 給付算定式基準 

 
数理計算上の差異の処理年数  翌連結会計年度より５年～１０年 

 
過去勤務費用の処理年数 ５年又は１０年もしくは発生年度における一括費用処理 

     

なお、親会社である当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

（7） 役員退職慰労引当金は、役員等に対する退職慰労金の支払いに備えるため、支給見込額のうち当連結

会計年度末において発生したと認められる額を計上しております。 

 

（8） 価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

 

（9） ヘッジ会計の方法は、企業会計基準第１０号「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準委員会）に従

い、外貨建債券等に対する為替変動リスク又は金利変動リスクのヘッジとして時価ヘッジ、及び外貨建債券

等のキャッシュ・フローのヘッジとして繰延ヘッジ及び為替の振当処理を行っております。 

  なお、ヘッジの有効性の判定には、主に、ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フローの総額又は時価

変動を比較する比率分析によっております。 

 

(10) 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産にかかる控除対象外消

費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、その他資産に計上し５年間で均等償却し、繰延消

費税等以外のものについては当連結会計年度に費用処理しております。 

 

(11) 責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については、次の方式に

より計算した金額を積み立てております。 

（プルデンシャル生命保険株式会社） 

① 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

 

（ジブラルタ生命保険株式会社） 

① 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

なお、保険業法施行規則第 69 条第 5 項の規定に基づき、一部の個人保険契約及び個人年金保険契

約について、追加責任準備金を２５，９２２百万円積み立てております。追加責任準備金は、昨今の社会経

済環境を考慮した長期的な収支の状況に照らし、財務基盤の強化及び将来にわたる健全性の確保を目

的として、当年度において追加積立てを行っております。これにより、追加積立てを行わなかった場合に比

べ、責任準備金繰入額は２１，７０２百万円増加し、経常利益及び税金等調整前当期純利益は同額減少し

ております。 

 

（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社） 

保険業法施行規則第６９条第４項第４号の規定に基づいて５年チルメル式及び全期チルメル式により計

算しております。なお、上記の方法により計算された金額のほか、標準責任準備金積立に向け２，９２０百万

円を積み立てております。 
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(12) 無形固定資産に計上している自社利用のソフトウエアの減価償却の方法は、利用可能期間に基づく定額

法により行っております。 

 

2. 会計上の変更 

当連結会計年度より、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第２６号）及び「退職給付に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２５号）に基づき、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定

額基準から給付算定式基準に変更しております。 

これに伴い、当連結会計年度の期首の利益剰余金が２，２９２百万円減少しております。また、当連結会計

年度の経常利益及び税金等調整前当期純利益は１１８百万円増加しております。 

 

3. 金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

保険業法第１１８条第１項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、ALM（資産負債

総合管理）の観点から保険負債の特性にマッチする運用資産への投資を行っております。具体的には、安定

したキャッシュ・フローが得られる国債や信用度の高い発行体に対する確定利付資産を運用の中心に置き、

その他の確定利付資産・株式・不動産などへの投資を限定的に実行することで総合収益の向上を図っており

ます。なお、外貨建保険負債に対応するものを除いて、外貨建公社債等については、原則として、為替ヘッジ

を行っております。 

デリバティブ取引に関しては、(a)運用資産に係る市場リスク、(b)運用資産に係る信用リスク、(c)ALM 上の金

利リスクの各リスクのヘッジを目的として、先物為替予約、通貨スワップ、通貨オプション、金利スワップ、金利

スワップション及びクレジット・デフォルト・スワップを行っております。 

なお、主な金融商品として、有価証券は市場リスク及び信用リスク、貸付金は信用リスク、デリバティブ取引

は市場リスク及び信用リスクに晒されております。 

市場リスクの管理にあたっては、バリュー・アット・リスク(VaR)を用いて、その他有価証券として保有する金融

商品の市場リスク量を計測しております。 

信用リスクの管理に関しては、集中リスクに留意した保有限度額の設定と遵守状況のモニタリング・報告、与

信を伴う投融資の個別案件（投資一任契約に基づき行われる運用等は除く）ごとの審査・信用調査、VaR を用

いた信用リスク量の計測等を行っております。 

また、統合的リスク管理規程等において定められたリスク・リミットと VaR によるリスク量との比較等の規程の

遵守状況を定期的に執行役員会等に報告しております。 

デリバティブの内包するリスクは、市場リスクについては、現物資産と合わせて一元的に管理しております。

信用リスクのうち、デリバティブ取引の決済の確実性に関わるカウンター・パーティー・リスクの管理については、

信用度の高い取引先を選定することで行っております。 

特別勘定の資産運用にあたっては、国内外の株式・国内外の公社債・その他の有価証券等を運用対象に

分散投資を図り、特別勘定資産の着実な成長と中長期的観点にたった収益の確保を目指しております。また、

リスク分散の観点から、少数銘柄に偏ることなく、資産種類（株式・債券・外国証券・その他の有価証券等）及

びそれぞれの資産毎での分散投資を心掛け、バランスのとれた運用を行っております。 
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（2）  金融商品の時価等に関する事項 

主な金融資産及び金融負債にかかる連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のと

おりであります。 

（単位：百万円） 
  連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

現金及び預貯金  
２４１，２４８ 

 
２４１，２４８ 

 
- 

コールローン  
４２，５００ 

 
４２，５００ 

 
- 

買入金銭債権    

 満期保有目的の債券 ５６，００３ ６０，２９６ ４，２９２ 
 その他有価証券 ２１，０９１ ２１，０９１ - 
有価証券    
 売買目的有価証券 ２４７，５９２ ２４７，５９２ - 
 満期保有目的の債券 ３３２，１８４ ３８１，６２６ ４９，４４２ 
 責任準備金対応債券 ９，４８８，２７６ １０，７９６，００７ １，３０７，７３０ 
 その他有価証券 ３，１５０，１４８ ３，１５０，１４８ - 
貸付金    
 保険約款貸付 ２５９，１８９ ２５９，１８９ - 
 一般貸付 ７５６，４９１ ８１９，７３０ ６３，２３８ 
 貸倒引当金 △５４３ - - 
  １，０１５，１３７ １，０７８，９１９ ６３，７８２ 
金融派生商品    
 ヘッジ会計が適用されていないもの （４８，０５７） （４８，０５７） - 
 ヘッジ会計が適用されているもの （１６１，４９９） （１６１，４９９） - 
（借入金）    
  （９８，１５９） （１０６，５４０） △８，３８１ 

・ 貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 
・ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、（ ）で示しております。 
・ 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
 

① 現金及び預貯金 
全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 
 

② コールローン 
全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 
③ 有価証券(買入金銭債権のうち企業会計基準第１０号「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準委員
会)に基づく有価証券として取扱うものを含む) 
・ 市場価格のある有価証券 

３月末日の市場価格等によっております。 
 
・ 市場価格のない有価証券 

合理的に算定された価額による評価を行っております。 
 

なお、非上場株式、組合出資金等のうち組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と

認められるもので構成されているものについては、有価証券に含めておりません。 

当該非上場株式の当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額は、５４３百万円、組合出資金等の

当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額は１９，２６５百万円、子会社株式の当連結会計年度末に

おける連結貸借対照表計上額は３００百万円であります。 
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④ 貸付金 
保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、返

済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価
としております。 
一般貸付のうち、法人向貸付については契約に基づくキャッシュ・フローを割引いて現在価値を計算して

時価としております。また、外部ブローカー等より時価が取得できる契約については、その時価を使用してお
ります。貸倒懸念債権については資産査定において、担保及び保証による回収見込み額等に基づいて個別
貸倒引当金の計算が行われており、債権額から個別貸倒引当金を差し引いた金額を時価としております。 
個人向の住宅ローン等については保証会社別の区分に基づき繰上返済率を織り込んだ将来見積りキャッ

シュ・フローを割引いて、現在価値を計算して時価としております。 
割引率はスワップレートや国債利回り等、適切な指標に信用スプレッド等を上乗せして設定しております。 
 

⑤ 金融派生商品 
   為替予約取引、通貨スワップ取引、通貨オプション取引、金利スワップ取引、金利スワップション取引及び
クレジット・デフォルト・スワップ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格によっておりま
す。 

 

⑥ 借入金 

借入金は契約に基づくキャッシュ・フローをスワップレートの利回りに信用スプレッド等を上乗せした割引率
で割引いて現在価値を計算して時価としております。 

 

4. 賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項 
一部の連結子会社及び子法人では、東京都その他の地域において賃貸等不動産を保有しております。当

連結会計年度末における当該賃貸等不動産の連結貸借対照表価額は９１，１５５百万円、時価は１１８，２０１
百万円であります。なお、時価の算定にあたっては、主要な物件については「不動産鑑定評価基準」に基づ
き社外の不動産鑑定士が算定した金額（自社で指標等を用いて調整を加えたものを含む）であります。その
他の重要性が乏しい物件については、土地は相続税評価額、建物は適正な帳簿価額の合算額を時価として
おります。 
また、賃貸等不動産の連結貸借対照表価額に含まれている資産除去債務に対応する額は７５百万円であ

ります。 
 

5. 貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３か月以上延滞債権及び貸付条件緩和債権の合計額は４，２５６百

万円であります。なお、それぞれの内訳は以下のとおりであります。 

貸付金のうち、破綻先債権額は２８４百万円、延滞債権額は３，７３８百万円であります。 

上記取立不能見込額の直接減額は、延滞債権額３６１百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令第９６条第１項第３号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸付金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。 

貸付金のうち、３か月以上延滞債権はありません。 

なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として３か月以上延

滞している貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は、２３３百万円であります。 

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延

滞債権及び３か月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。 

 

6. 有形固定資産の減価償却累計額は４９，６６２百万円であります。 

 

7. 特別勘定の資産の額は２５７，３４６百万円であります。 

なお、負債の額も同額であります。  
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8. 繰延税金資産の総額は１９５，１７１百万円、繰延税金負債の総額は１１０，３７７百万円であります。繰延税金

資産のうち評価性引当額として控除した額は７，９５２百万円であります。 

   繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金６１，７９３百万円、価格変動準備金４８，３２９

百万円、退職給付に係る負債２５，２５０百万円、有価証券評価損１４，９６０百万円、及び繰延ヘッジ損益１３，

０５６百万円であります。  

繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券の評価差額９４，２４０百万円であります。  

  

9. 当連結会計年度における法定実効税率は３５．６４％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税

等の負担率との間の差異の主な内訳はのれん償却費等永久差異１４．２８％及び税制改正による影響１３．７

６％であります。 

 

10. 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成２７年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成２７年法律第２号）の公布に伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に適用される法定実効税率

は変更になりました。この税率変更により、繰延税金資産の金額は４，３４４百万円減少し、法人税等調整額は

１０，０７６百万円増加しております。 

なお、当該法律の公布により、当社及び主要な連結子会社における繰延税金資産及び繰延税金負債の

計算に適用される法定実効税率は、以下のとおり変更になっております。 

   

(1) 当社に適用される税率 

平成２７年４月１日に開始する連結会計年度に回収又は支払が見込まれるもの 

・ 変更前 ３５．６４％ 

・ 変更後 ３３．１０％ 

平成２８年４月１日以後に開始する連結会計年度に回収又は支払が見込まれるもの 

・ 変更前 ３５．６４％ 

・ 変更後 ３２．３４％ 

(2) プルデンシャル生命保険株式会社に適用される税率 

平成２７年４月１日以後に開始する連結会計年度に回収又は支払が見込まれるもの 

・ 変更前 ３０．７０％ 

・ 変更後 ２８．７０％ 

(3) ジブラルタ生命保険株式会社に適用される税率 

平成２７年４月１日以後に開始する連結会計年度に回収又は支払が見込まれるもの 

・ 変更前 ３０．７１％ 

・ 変更後 ２８．７９％ 

(4) プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社に適用される税率 

平成２７年４月１日以後に開始する連結会計年度に回収又は支払が見込まれるもの 

・ 変更前 ３０．７８％ 

・ 変更後 ２８．８５％ 

 

11. 契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ.当連結会計年度期首現在高       ３９，８６５百万円 

ロ.当連結会計年度契約者配当金支払額 １４，０２６百万円 

ハ.利息による増加等 ３９百万円 

ニ.契約者配当準備金繰入額 １１，２６３百万円 

ホ.その他による減少 ９百万円 

へ.当連結会計年度末現在高 ３７，１３３百万円 
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12. 関係会社（連結される子会社及び子法人等を除く）の株式は３００百万円、出資金は１０，６４８百万円であり

ます。 

 

13. 担保に供されている資産の額は、有価証券２１，７２１百万円であります。 

また、担保付き債務の額はありません。 

 

14. １株当たりの純資産額は、５９９，０６４，９０３円８９銭であります。 

  

15. 保険業法第２５９条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当連結会計年度末における今後の

負担見積額は３６，４６１百万円であります。なお当該負担金は拠出した連結会計年度の事業費として処理し

ます。 

 

16. 責任準備金対応債券に係る連結貸借対照表計上額は９，４８８，２７６百万円、時価は１０，７９６，００７百万

円であります。 

（プルデンシャル生命保険株式会社） 

責任準備金対応債券の設定に当たっては、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づき、一般勘定負債

のうち①個人変額保険及び個人変額年金保険を除く円建保険契約群及び②ユーロ建保険契約群をそれぞ

れ小区分としております。また、同委員会報告における別紙の方法、すなわち将来における一定期間内の保

険収支に基づくデュレーションを勘案した方法を採用しております。これらの保険契約群について、当連結会

計年度末日現在の保有契約から今後４０年以内に生じると予測される、保険金・経費等のキャッシュ・アウトフ

ローと保険料の一定割合であるキャッシュ・インフローについて、それらの金利感応度をコントロールすること

により、金利変動リスクを管理しております。 

運用方針につきましては投資委員会にて、責任準備金対応債券のデュレーション及び資金配分を定めて

おり、また、四半期毎の将来収支分析の結果に基づき運用方針の見直しを行っております。 

上述の方法を用いた将来の①円建保険契約群の保険収支の期間は４０年、負債のデュレーションは１４．７

年、将来の保険料のデュレーションは８．６年、責任準備金対応債券のデュレーションは１６．４年となっており

ます。また、②ユーロ建保険契約群の保険収支の期間は４０年、負債のデュレーションは１７．１年、将来の保

険料のデュレーションは８．４年、責任準備金対応債券のデュレーションは１６．４年となっております。 

 

（ジブラルタ生命保険株式会社） 

責任準備金対応債券の設定に当たっては、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づき、一般勘定負債

のうち①一般ファンド（これらと同じ負債特性を持つ再保険契約を含む）②円建年金ファンド（これらと同じ負債

特性を持つ再保険契約を含む）③ＣＶ保険（スター）ファンド ④米ドル建保険ファンド（同じ負債特性を持つ再

保険契約を含む）⑤米ドル建年金ファンド（同じ負債特性を持つ再保険契約を含む）⑥米ドル建ＩＳ養老（スタ

ー）ファンド ⑦米ドル建ＩＳ年金（スター）ファンド ⑧ユーロ建年金ファンド（同じ負債特性を持つ再保険契約

を含む）⑨豪ドル建年金ファンド（同じ負債特性を持つ再保険契約を含む）をそれぞれ小区分としております。 

各小区分における、責任準備金のデュレーションと責任準備金対応債券のデュレーションを、一定範囲内

でマッチングさせることにより、金利変動リスクを管理しております。 

当該責任準備金の額並びにデュレーションと、責任準備金対応債券の簿価額並びにデュレーションについ

ては、リスク管理部門がモニタリングを行っております。この結果をもとに、投資委員会が責任準備金対応債券

への資金配分計画並びに目標デュレーションの見直しを定期的に行っております。 

なお、金利要因以外の要因で時価が低下した債券について、当連結会計年度において責任準備金対応

債券からその他有価証券への振替を行っております。この結果、従来と比べて有価証券が２８８百万円、その

他有価証券評価差額金が２０５百万円減少し、繰延税金資産が８３百万円増加しております。 

 

（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社） 

責任準備金対応債券の設定に当たっては、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計
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上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づき、一般勘定負債

のうち円建保険契約群を小区分としております。 

小区分における、責任準備金のデュレーションと責任準備金対応債券のデュレーションを、一定範囲内で

マッチングさせることにより、金利変動リスクを管理しております。 

当該責任準備金の額並びにデュレーションと、責任準備金対応債券の簿価額並びにデュレーションについ

ては、リスク管理部門がモニタリングを行っております。この結果をもとに、投資委員会が責任準備金対応債券

への資金配分計画並びに目標デュレーションの見直しを定期的に行っております。 

  

17. 退職給付に関する事項は次のとおりであります。 

(1) 採用している退職給付制度の概要 
確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。

また、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を設けております。 

 

(2) 確定給付制度 

① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

 
退職給付債務の期首残高 １２６，７３６百万円 

  
会計方針の変更による累計的影響額 ３，３２７百万円 

  
会計方針の変更を反映した期首残高 １３０，０５３百万円 

  
勤務費用 ７，５３９百万円 

  
利息費用 ９６２百万円 

  
数理計算上の差異の当期発生額 △１，７０３百万円 

  
退職給付の支払額 △８，７４２百万円 

  
その他 ７０百万円 

 
退職給付債務の期末残高 １２８，１９０百万円 

 

② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

 
年金資産の期首残高 ３９，１６６百万円 

  
期待運用収益 ５８７百万円 

  
数理計算上の差異の当期発生額 １，２０７百万円 

  
退職給付の支払額 △３，０７６百万円 

 
年金資産の期末残高 ３７，８８４百万円 

 
③ 退職給付債務及び年金資産と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び資産の調整表 

 
積立型制度の退職給付債務 ３９，３３０百万円 

 
年金資産 △３７，８８４百万円 

  
１，４４６百万円 

 
非積立型制度の退職給付債務 ８８，８５９百万円 

 
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 ９０，３０６百万円 

 
退職給付に係る負債 ９１，２０３百万円 

 
退職給付に係る資産 △８９７百万円 

 
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 ９０，３０６百万円 
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④ 退職給付に関連する損益 

 
勤務費用 ７，５３９百万円 

 
利息費用 ９６２百万円 

 
期待運用収益 △５８７百万円 

 
数理計算上の差異の当期の費用処理額 １，２０９百万円 

 
過去勤務費用の当期の費用処理額 △８２４百万円 

 
会計基準変更時差異の当期の費用処理額 １７８百万円 

 
その他 ２１百万円 

 
確定給付制度に係る退職給付費用 ８，４９９百万円 

 

⑤ その他の包括利益等に計上された項目の内訳 

その他の包括利益に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。 

 
数理計算上の差異 １，２５７百万円 

 
過去勤務費用の当期の費用処理額 △８２４百万円 

 
合計 ４３２百万円 

その他の包括利益累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。 

 
未認識数理計算上の差異 △３，７５２百万円 

 
未認識過去勤務費用 １，３８９百万円 

 
合計 △２，３６２百万円 

 

⑥ 年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、以下のとおりであります。 

 
債券 ６０％ 

 
生命保険一般勘定 ３１％ 

 
株式 ７％ 

 
現金及び預金 ２％ 

 
合計 １００％ 

 

⑦ 長期期待運用収益率の設定方法 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産

を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

 

⑧ 数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとおりであります。 

 
割引率 ０．７４％～０．９０％ 

 
長期期待運用収益率 １．５０％ 

 

なお、簡便法を採用している親会社である当社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。 
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 (3) 確定拠出制度 

確定拠出制度への要拠出額は、４２６百万円であります。 

 

18. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。 
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注記事項（連結損益計算書関係） 

 

1. １株当たりの当期純利益は３０，８８２，５５３円２６銭であります。 

 

2. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。 
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